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土木森林環境委員会会議録 

 

日時       令和３年３月８日（月）      開会時間 午前１０時００分 

閉会時間 午後 ３時１４分 

 

場所       委員会室棟 第４委員会室 

 

委員出席者    委員長   乙黒 泰樹   

副委員長  向山 憲稔 

委員    河西 敏郎  久保田松幸  桜本 広樹  流石 恭史 

               清水喜美男  古屋 雅夫  佐野 弘仁 

 

委員欠席者    なし 

 

説明のため出席した者  

森林環境部長 村松 稔  林務長 金子 景一 

森林環境部次長 保坂 陽一  森林環境部次長 前島 斉 

森林環境部技監 山田 秋津 

森林環境部技監（森林整備課長事務取扱）増田 義昭 

森林環境総務課長 後藤 宏  環境・エネルギー課長 中澤 一郎 

大気水質保全課長 渡辺 延春  環境整備課長 河西 博志 

みどり自然課長 石原 徳幸  林業振興課長 金丸 悟 

県有林課長 小沢 武雄  治山林道課長 倉本 洋 

 

議題 （付託案件）  

 

 第１５号   専門学校山梨県立農業大学校設置及び管理条例中改正の件  

第１７号   令和３年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員会関係

のもの及び第４条債務負担行為中土木森林環境委員会関係のもの 

第１８号   令和３年度山梨県恩賜県有財産特別会計予算 

第２５号   令和３年度山梨県林業・木材産業改善資金特別会計予算  

第３４号   林道事業施行に伴う市町村負担の件 

 

審査の結果   付託案件について、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

会議の概要   午前１０時から１１時４８分まで、途中休憩をはさみ、午後１時から午後３

時１４分まで森林環境部関係の審査を行った。 

 

 

主な質疑等 森林環境部関係 

※第１７号  令和３年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員会関係

のもの及び第４条債務負担行為中土木森林環境委員会関係のもの 

質疑 
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（「名水の地」ブランド化推進事業費について） 

流石委員  森林環境総務課の、森の３ページ。「名水の地」ブランド化推進事業費のこと

でお伺いしたいと思います。 

        私の知り合いには、東京とか神奈川とか関東に結構多いんですね。       

ときどき遊びに来たときに「水がうまいね」ってよく言われるんですよ。特に、

ウイスキーなんかに入れると、「ああ、コンビニで買うよりずっとうまい」とい

う方が結構いる。言われるとうれしい。やはりそういったイメージなんですよ。

山梨は名水の地としてのイメージアップ、これはやはり必要だと思っておるん

ですが、そういったときに、このイメージの定着に向け、どのような取り組み

をしているのかお聞きしたいんですが、よろしいでしょうか。 

 

後藤森林環境総務課長 「名水の地」ブランド化推進事業の取り組みについてですけれども、

この事業につきましては、山梨は名水の地であるというイメージの定着を図る

ために、名水を切り口といたしまして本県の魅力を県内外に広く情報発信して

いこうというものでございます。 

        まずは、これらの山梨の水に関するブランド力、それから知名度を向上させ

るために実施してまいりました事業の成果を検証するために、三大都市圏の住

民を対象といたしまして、本件の良質な水の産地に関する意識調査を実施して

まいりたいと考えております。 

        また、広報事業関係におきましては、既存のＰＲ動画がございますけれども、

これに「甲武信ユネスコエコパーク」、「山梨夏っ子きのこ」、これはクロアワビ

タケのことになりますが、それから「富士の介」など、新たな情報を盛り込み

まして、本件の魅力を県内外に幅広く情報発信していくこととしております。 

 

流石委員  ここにも書いてあるように「天に選ばれし、名水の地、山梨。」というキャッ

チフレーズがあるんですけどね。やっぱりブランド力は必要だろうと思うので

すが、さっき、ブランド力の向上に向けて、取り組んできたと承知しています

が、これまでの事業とちょっと違ったような気がするんですが、それのところ

の違いはどうなんですか。 

 

後藤森林環境総務課長 お答えいたします。 

  これまでは県外からの誘客などを目的といたしまして、三大都市圏における

大型商業施設でのＰＲキャンペーン。それからＪＲ中央線の特急での車両の広

告提出など、情報発信をしてまいってきたところでございます。 

今回の事業におきましては、ターゲットを絞った広告形成、一過性のイベン

トの特化性に変えまして、人を集めることが難しい、このウィズコロナ社会に

おいても、山梨の名水の地としての魅力を県内外に向けて、最大限にＰＲでき

るよう、多様な広報媒体を利用して、活用していこうという手法に転換したも

のでございます。 

具体的には新たに作成いたしましたＰＲ動画を、県の玄関口であります甲府

駅南口や県外利用者の多い談合坂サービスエリアのデジタルサイネージなどに

おきまして映像を流すとか、また、ユーチューブなどによりまして、幅広い層

に向けて情報を発信していくなど、継続的なプロモーションをやっていこうと

考えております。 

また、育水の観点から良質な水の産地を学び育てるという県民の意識をさら

に向上させてくために、新たに企業、大学等と連携いたしまして、小中学生を

対象とした水源かん養の仕組みなどを、自然の中で学ぶフィールドワーク、そ

れからオンラインを活用した環境教育を実施していきたいと考えております。 
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流石委員  今までのＰＲ活動はよくわかっているんですけども、去年、ことし、コロナ

禍ですから、渦中において、余り団体で来なくなった。乗用車で来る程度で、

この緊急宣言が終わってもどれほどの方が首都圏から来るのかちょっとわから

ない。そういう中で、この事業によってどのような効果が例えば期待できるの

か、ちょっとわからないなという部分もあるんですが、そのへんの見解はどの

ようにお持ちですか。 

 

後藤森林環境総務課長 まず、今回実施いたします意識調査から、県内ニーズの把握、また課

題の分析、それから継続的なプロモーションを通じまして、県民はもとより県

外在住者におかれましても、本県が名水の地であるというイメージの定着が期

待できると考えております。 

 また首都圏の一極集中から、自然豊かな地方への分散の流れがある中で、観

光資源や県産品等に「山梨の名水」という付加価値を与えることで、二拠点居

住やワーケーション、それから企業移転の地として、山梨が有力な選択肢の１

つとなることを期待しております。 

 

流石委員  ぜひ、ＰＲをしていただきたいということと、山梨はやはり富士山の湧き水、

それからアルプスの水、いろいろありますよね。やはり観光だけで、富士山や

湖ばっかり、また、果物ばっかりに頼るのではなく、「山梨に来たら水か」とい

うような、そういう売り込みかたもありますよね。ですからぜひ、水も前面に

出す。それから空気も前面に出す。そういうやり方も、外国から来るお客さん

に対しても、やはり私はいいのかなと思っておりますので、ぜひ水を観光の中

の１つに入れていただければありがたと思います。答弁要りません。ぜひ、水

も入れていただきたいということでお願いいたします。 

 

       （地域気候変動適応計画策定費について） 

清水委員  課別説明書の森の１２ページ、及び当初予算概要の１０７ページにございま

すマル臨の地域気候変動適応計画策定費について質問いたします。 

実は、２月１６日の山日新聞に、気候変動情報一元化という記事が出ており

まして、県民の人はこれを見て、新しい活動が始まるんだなと理解していると

思います。それについて詳細を何点か質問したいと思います。 

まず、この気候変動適応法ですけれども、これは２０１８年に制定されたと

いうことですけれども、まず、気候変動適応法の概要の説明お願いいたします。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えいたします。 

気候変動適応法の概要ということでございます。地球温暖化対策につきまし

ては、いわゆるＣＯ２等を減らす緩和策と合わせて、一方でもうすでに平均気

温の上昇に伴う気候変動がさまざまな影響を及ぼしております。これに対応し

ていくということにつきまして、国の責務ですとか、都道府県の役割ですとか、

そういったものを定めたものであると承知しております。 

 

清水委員  この適応法に基づいて活動を進めていくと思うんですけども、各市町村との

連携はどのようにやっていくんですか。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。 

        先ほど御指摘がありましたように、先月、山梨県気候変動適応センターを開

設いたしました。今後はこのセンターを核として、さまざまな情報収集や情報
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発信を考えております。その上で、市町村との連携というのは非常に重要だと

考えておりますので、このセンターの立ち上げと同時に、ＣＯ２ゼロの実現に

向けて、市町村や農業団体等で構成します「ストップ温暖化やまなし会議」も

設立いたしました。今後はこのやまなし会議を母体といたしまして、気候変動

の適応に関するネットワークの構築をいたしまして、効果的に情報発信、ある

いは支援をしてまいりたいと考えています。 

 

清水委員  新聞記事によると、ホームページを中心に情報発信をするという話しなんで

すけども、ホームページって意外と見てない人が多くて、特に主婦とか、家庭

でいろいろやっている人はほとんど見ていないですね。だけど、ＣＯ２削減に

ついてはそういう人が果たす役割が大きいんですね。家庭でのＣＯ２削減。そ

この徹底を図る意味で、ホームページだけじゃなくて、今、やまなし会議とい

う話しもあったんだけど、いろいろな手を持って山梨県民のすみずみまで情報

が行く、いわゆる山梨県県民ネットワークみたいに、これは仮称で、そういう

ような広域のネットワークシステムをつくって、そのネットワークに乗せて情

報を届けることが、すごく重要だと思います。 

        ですから、ホームページだけでやるからいいじゃないかという話しだと、せ

っかくいろいろやってもほとんど効果に結びつかないと思うんですけども、そ

のへんはどのようにお考えですか。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。 

適応センターにつきましては、県民への情報提供が事業の柱になります。そ

の上で、ホームページも活用していくわけでありますけれども、委員御指摘の

とおり、効果的に情報発信していくというのは、極めて重要であると認識して

おります。 

その上で、先ほどもありましたとおり、先般「ストップ温暖化やまなし会議」

を設立しました。これには全ての市町村が参画をしております。合わせて経済

団体ですとか農業団体。これに加えまして民間団体の方々にも参画をいただい

ております。これをさまざまな関係者が参画をいただいておりますので、これ

を活用したいと考えておりまして、これをベースにやはりネットワークを構築

していくのが一番効果的ではないかと考えております。 

 

清水委員  知事も、先般「２０５０年カーボンゼロ」という宣言をしました。やはりそ

れを受けて各２７市町村もゼロカーボンという形で連携をとったということで

すけど、ぜひ、山梨県が他県より先に、いろんな面でリーダーシップをとると

いうようなことは、山梨県は８１万人しかいないので、いろいろな活動をする

ときに小回りも利いて実際すごくいい、そういう意味で自治体として活動しや

すいと思うんです。ですからぜひ、そういう小回りの利く活動をやっていただ

きたいと思うんですけど。 

        それともう一つ、この適応策をやったときの成果というものを今後どのよう

に把握していくのかが重要だと思うんですね。例えばＣＯ２がことしは何％に

なったとはならないんですよね。だけどそれに近いような成果を見える化して

いく必要があると思うんですけども、そこはどのように考えていますか。 

 

中澤環境・エネルギー課長  ただいまの御質問にお答えします。 

        まず１点、山梨県は小回りが利くという中で積極的にという御質問でござい

ます。山梨県は御承知のとおり、山梨県として全国の自治体に先駆けてＣＯ２

ゼロを目指すということを宣言をしました。さらに先月、全ての市町村が共同
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でゼロカーボンシティを目指すということも宣言をしたところであります。 

        このように、常に山梨県は全国初の取り組みをこれまでもやってきたという

自負がありますので、これからも、繰り返しですけれども、「ストップ温暖化や

まなし会議」を核といたしまして、さまざまな市町村ですとか事業者の先進的

な取り組みの支援をやっていきたいと考えています。 

        もう１点、成果の指標というところでございます。現在、県では国の実行計

画に準ずる形で２０３０年の中期目標、２０５０年のＣＯ２ゼロというのを目

指しています。さらにこれに加えまして山梨県では２０２０年の短期目標、こ

れも新たに設定をして数値化、数値目標を設定しております。現在、国のほう

で、この数値目標の見直し等が進められていると承知をしておりますので、こ

の動向を注視して、さらに新たな目標設定というようなことも検討してまいり

たいと考えております。 

 

清水委員  成果の把握が、国はいまだに２年たたないと実績がわからない仕組みになっ

ているんですね。だけどそれは国のほうで、山梨県はもっとね、きのうやった

のはきょうわかるよみたいなね、そういう仕組みって本当にやれそうな気がす

るんで、ぜひそのへんはまた、御検討お願いしたいと思います。 

        

（森林環境保全推進事業費について） 

    もう１点質問させていただきます。森の３５ページの森林環境保全推進事業

費の中に、荒廃した民有林の整備ということで事業が計上されておりますけれ

ども、民有林が約５３％あるんですけれども、今、荒廃した民有林というのは

大体どのくらいあるんですか。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 県内の荒廃した民有林につきましては、この事業がスタ

ートしました平成２４年当時、約１万９，０００ヘクタールあるという試算で

スタートしております。 

昨年度までに約５，７００ヘクタールの荒廃森林の整備をしてきましたので、

差し引きをしますと、令和元年度末時点で約１万３，０００ヘクタール程度あ

ると推定しております。 

 

清水委員  時間がかかると思うので、民有林の５３％のうち、何％ぐらいがそれに該当

するかという資料をいただきたいのと、その民有林に対してこの事業を推進す

る計画も資料でいただきたいと思います。 

 

乙黒委員長   詳細な資料を至急作成の上、提出をお願いいたします。 

 

       （富士山科学研究所費について） 

古屋委員  森の４ページの富士山科学研究所費についてお伺いしたいと思います。まず、

富士山科学研究所は、ホームページによりますと、平成９年に開所して今日に

至っているということでございますが、組織図等々書いてあるんですけど、研

究所の人員はどのような状況になっているのか、まず、最初にお伺いします 

 

後藤森林環境総務課長 現在、富士山科学研究所の職員につきましては、令和２年度現在、４

１名となっております。この内訳につきましては、行政事務５名、研究職１２

名の１７名に加えまして、あとは任期つき研究員ですとか、会計年度職員とい

う構成になっております。 
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古屋委員  ありがとうございます。人員については相当大きい４０名ということでござ

いますけど、この特に研究部門では自然環境だとかあるいは火山防災課とか、

あるいは環境共生課という３つのグループにわかれているとホームページでは

記載されているんですけど、具体的に７，４００万円の経費が今年度、計上さ

れているんですけど、今年度の研究項目というのはどの程度あるのか。もしわ

からなければあとで資料でも結構であります。あるいは研究というのは、単年

で終わるものではありませんから、継続がこれだけ。今年度から新たに研究す

るのがこれ。というのがもしわかりしましたらちょっと教えていただきたい。 

 

後藤森林環境総務課長 富士山科学研究所で実施いたします研究テーマでございます。令和３

年度につきましては１７研究に取り組んでいく予定でございます。新規テーマ

としては７テーマ、継続テーマといたしましては１０テーマを予定しておりま

す。 

 

古屋委員  具体的な研究内容の資料につきましては後ほどで結構でありますけど、いた

だきたいと思います。 

        それでもう１点ですけど、この研究テーマの中に、昨今知事が富士山鉄道に

ついて述べられているわけでありますけど、それが環境保全を含めた、富士山

の環境保全ということについては研究の内容に入っているのかどうなのか。あ

るいは今度、そういったことについても研究していくのか。県としてのお考え

があればちょっと教えていただきたい。 

 

乙黒委員長   先にお諮りしたいと思います。古屋委員から先ほど要求がありました資料に

ついて、委員会として資料要求することにいたします。これに御意義ありませ

んか。 

 

（「異議なし。」） 

 

乙黒委員長   では資料の提出をお願いします。 

 

後藤森林環境総務課長 富士山火山の関係の研究テーマということでございます。よろしいで

しょうか。 

 

古屋委員    富士山鉄道の関係についてと、いわゆる環境問題についての研究はここで今

後なされていくのかどうなのか、その辺について。 

 

後藤森林環境総務課長 また別途、資料を提出させていただきますけれども、いま手持ちの資

料等で確認いたしますと、富士山におけます噴出土の照合、噴火実態ですとか、

それから火山監視観測システムの富士山の最適化等々ございますので、何らか、

それについては研究対象と考えておりますので、また、別途資料提出させてい

ただきたいと思います。 

 

古屋委員    ちょっと大事なところなんですけど、その富士山鉄道については研究課題に

入っているという受けとめ方でよろしいですか。資料は後ほどで結構ですけど。 

 

後藤森林環境総務課長 それについては確認させていただきます。 

 

乙黒委員長   おそらく、項目の中に絡んでくると思うんですけど、確認をしないとわから
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ないというような形なので、また資料で……。 

 

古屋委員    じゃあ後ほど確認させていただきたいと思います。 

        

（松くい虫等被害地域対策事業費について） 

        もう１点ですけど、森の３５ページの松くい虫の被害状況については、昨年

度の状況からいきますと県全体でどんな状況になるのか、まず、その辺につい

てお伺いします。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 松くい虫の被害、令和２年度の状況でございますが２月

２５日現在でございますけれども、材積にしまして３，９９８立方メートルと

いうことになっております。令和元年度、昨年度が３，６７９立方メートルで

ございましたので、やや増加をしているという状況でございます。 

 

古屋委員    昨年度より多くなっているということですけれども、イメージ的に言えば、

ちょっと３，９９８立方メートルというのはどのようなイメージで捉えていい

のかちょっとわからないんですが、たとえられるような広さでいけば。例えば

東京ドームでいけばどのくらいとか。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 本数で言いますと４，１３０本ということでございます。 

１つの箇所にまとまってではなくて、松枯れの場合は割と拡散して単木的に

枯れるようなものもございますので、面積的には、ちょっとイメージというの

はわからないんですけれども、本数にするとそれくらいになります。 

 

古屋委員    昨年度よりふえている状況で、これは市町村でも大きな課題になっていまし

て、県もこうして予算を組んで対策には積極的に取り組んでいることは十分承

知しているんですけど、この効果というのは県全体としてみた場合、１年２年

だけのことではなく、ここ何年かの大きな課題になっているわけでありますけ

ど、どんな状況で、どのように受けとめているのか。あるいはもっと抜本的な

対策を講じていかなければならないのか、その辺について、ちょっとお伺いし

ます。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 本県におけます、松くい虫被害の過去の推移を見ますと、

昭和５３年に最初に県内で発生をしまして、昭和６２年度に被害量のピーク、

約２万３，０００立方メートルとなりまして、その後は多少、増減もございま

すけれども減少傾向にございます。 

        例えば約１０年前になりますけども、平成２２年度においては、被害材積が

約８，９００立方メートル。平成３０年度が約４，８００立方メートルで昨年

が３，６７９立法メートルということで、おおむねその対策の効果もあるかと

思いますけれども、減少傾向で推移をしてきてございます。 

        ただ、今年度また被害が少しふえておりますし、依然深刻なレベルの被害だ

と思っておりますので、今までの対策を引き続き強化しながら取り組んでまい

りたいと考えています。 

 

古屋委員    最後に１点お伺いします。ここにきて完璧に１００パーセントなんていうこ

とは絶対無理だと思いますけど、新たに今、ドローンなどを使って、一部、県

でもやっているようなことは耳にしているんですけど、山梨県としてＩＴの新

たなそういうツールを使っての対策というお考えがあれば、最後にお聞きして
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終わりたいと思います。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 委員御指摘のとおり、ＩＣＴを活用した松くい虫対策と

いうのは全国的にも取り組まれてございまして、国のほうでもドローンを活用

した薬剤散布の研究というものを今年度から開始をしていると聞いております。

本県についても、例えば昇仙峡などの非常に足場が悪くて対策が困難な地域、

こういった地域においてドローンを活用して薬剤散布をすると言ったことが可

能ではないかということで、県の森林総合研究所等で研究課題に取り上げて、

これからそういったＩＣＴの活用について検討を進めていくこととしておりま

す。 

 

乙黒委員長   執行部に申し上げます。先ほど古屋委員から質問のありました、富士山鉄道

の環境調査が来年度の研究テーマとなっているかについては、それも確認の上、

後ほど回答していただけるようによろしくお願いいたします。  

 

       （プラスチックスマート推進事業費について） 

佐野委員    ありがとうございます。それでは３点ほどちょっとお聞きをしたいと思いま

す。まず、プラスチックスマート推進事業についてであります。昨令和２年２

月議会本会議の一般質問、また、同２年、９月議会の本委員会での質問におい

て、プラスチックごみ対策のその先にある、本県主要河川でのマイクロプラス

チック対策についてお聞きし、前向きな御答弁の対策についていただきました

けれども、本当初予算案で示されました、根本対策を目指すプラスチックごみ

全体の対策についてお聞きしたいと思います。 

        課別説明書森１４プラスチックスマート推進事業についてであります。プラ

スチックごみは世界中にあふれており、海洋汚染を引き起こして、さらに紫外

線などの劣化や風化作用でマイクロプラスチックにと変異することで、さらな

る問題が加速化しています。こうした中、レジ袋が全国的に有料化されるなど、

日本国内において問題解決に向けた機運が高まっています。そこで初めにプラ

ごみ問題について県ではどのように取り組んでいくのか、方針等、お示しして

いただきたいと思います。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えいたします。プラスチックごみの多く

は内陸から河川を介して海に流出をしております。このことから、内陸県であ

る本県も積極的に取り組みを進める必要があると認識をしております。 

このため、昨年度、内陸県では全国初となりますプラスチックごみ等発生抑

制計画を策定いたしまして、また、この計画を着実に進めるために、昨年１１

月には経済団体や民間団体、教育関係者など２６の個人団体で構成するプラス

チックスマート連絡協議会を立ち上げたところでもあります。 

今後も県民、事業者、行政の連携の下、プラスチックごみの発生抑制対策や

普及啓発活動などに積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

 

佐野委員    ありがとうございました。次ですけれど、具体的な取り組みとしてここにも

ありますけど、リユース食器等導入支援事業というのが計上されています。プ

ラごみの発生自体を減らすということは対策の根本であって、繰り返し使う再

使用目的にその中で繰り返し使うリユースを推進することは効果的な取り組み

だと思います。 

        そこで質問します。このリユースに着目して新規事業を立ち上げた狙いなど

についてお伺いしたいと思います。 
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中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。委員御指摘のとおり、プラス

チックごみの発生を抑制するというのは重要な、最も重要な課題であるという

認識の下、特に使い捨てのプラスチックこれをいかに減らしていくかという観

点から検討を進めてまいりました。 

この事業では使い捨ての食器の使用を削減するという直接的な効果に加えま

して、イベントで導入するということによって、多くの県民の目に触れるとい

うことによります意識の啓発という効果もあわせて狙ったものでございます。

さらに、国の有利な補助制度も導入できるということもありましたので、事業

化をしたところでございます。 

 

佐野委員    ありがとうございました。プラスチックは製品・原材料として我々の生活の

中にあふれています。これは浸透もずっとしていて使われていますけれども、

この利便性にも、我々はなれ切っているのではないかと思われます。このよう

なライフスタイルの変革を広く県民に呼び掛ける。それから、意識に働きかけ

て行動に移してもらうことは大事な対策だと思います。 

        そこで、県では今期、普及促進事業費を計上していますけれど、県民への普

及啓発について、先ほどもありましたけども、どのように取り組んでいくのか、

お伺いしたいと思います。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。県では県民への普及啓発につ

きましては、プラスチックごみの排出抑制と対策の両輪と位置づけまして、こ

れまでフォーラムの開催やリーフレットの作成、あるいは学習教材の作成など

に取り組んできたところであります。 

        来年度はこうした取り組みに加えまして、県民参加による下流域の静岡県と

連携した清掃イベントの開催や、マイクロプラスチックの調査も継続をいたし

まして、その結果を広く、県民に周知することなどによりまして普及啓発を図

ってまいりたいと考えております。 

        さらに、民間団体による活動も県内各地で盛んに行われておりますので、昨

年立ち上げました協議会のネットワークを活用いたしまして、県民に広く参加

を呼び掛けて、活動の輪が広がるよう、努めてまいりたいと考えています。 

 

佐野委員    わかりました、ありがとうございます。こうした事業によって、今後県民の

意識が一層高まっていくことが大事だと思っています。これは私も今期、ロー

カルマニフェストに掲げた項目でありますので、また、御期待をしてこの質問

を閉じさせていただきます。 

 

       （苗木生産体制構築議場費について） 

        次に森３３ページ、苗木生産体制の構築事業費についてであります。この森

林経済の永続的な生産性の向上を行うというのは、先人が築いてきた、本県の

豊かな森林の循環利用を確立させていかなければならないと考えます。戦後、

高度経済成長期に造林された多くが、本格的に伐採時期を迎えて、その後の伐

採後の造林に欠かせないのが、よい種苗の確保生産と供給だと考えます。 

        そこで、昨令和２年９月の本委員会質問においては、県産カラマツの種苗材

木育種費について伺いました。今令和３年度当初予算においては、課別説明書

森３３ページに記載のある苗木生産体制構築事業費についてお伺いしたいと思

っています。 

        まず、林業の生産性向上につながる伐採と造林の一貫作業システムの普及を
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図るため、必要となるコンテナ苗の生産力強化に向け支援していくということ

でありますけれど、一貫作業システムというのがどのようなものか、お伺いし

たいと思います。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 一貫作業システムがどういうものかという御質問ですけ

れども、これまで木の伐採や搬出というのは伐採業者で、そのあとの伐採跡地

の整備だとか苗木の植栽を造林業者がそれぞれ別々に行うというのが一般的で

ございました。一貫作業システムというのは、これらの作業を一貫して行うも

のでございまして、伐採や搬出に使った林業機械を、その伐採跡地の整備だと

か苗木の運搬に用いることで、作業の効率化や低コスト化につながるものとい

うふうに期待をしております。 

        また、伐採というのは年間を通じて行いますので、季節を問わずに植栽をす

ることができるコンテナ苗というのが必要になってくるというものでございま

す。 

 

佐野委員    ありがとうございました。作業の効率化というのは非常に重要だと思います

ので、進めていただければと思います。よくわかりました。 

        次に、このコンテナ苗とはどのようなものか。また、県内の生産状況につい

てお伺いしたいと思います。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） コンテナ苗とはどのようなものかという御質問ですけど

も、従来の苗ですね、畑で育成をいたしまして、根についた土は落として山に

出荷しています。これに対しましてコンテナ苗というのは筒状のコンテナ容器

で栽培育成をするということで、コンテナ内で植物の根と土が一体化した根鉢

が形成されるため、乾燥に強く、季節を問わずに植栽ができるというものでご

ざいます。 

        ２点目の、県内の生産状況ですけれども、本県におきましては試行的に生産

した苗が昨年初めて出荷されたばかりという状況でございます。昨年県で策定

しましたやまなし森林整備林業成長産業化推進プランにおきましては、令和１

１年度の県内木材生産量を３３万５，０００立方メートルまで増加するという

目標を立てております。 

        これに伴って増加する伐採跡地の再造林に必要な苗木のうちおよそ半分、大

体８２万本といっていますけど、これをコンテナ苗の需要と見込んでおりまし

て、これは全て県内産の苗木で供給していきたいと考えているところでござい

ます。 

 

佐野委員    ありがとうございます。ちょっと令和１１年度まで、非常に大きな造林にな

るなと思います。この将来８２万本までと先ほどありましたけれど、県内での

コンテナ苗の生産をこの拡大していくというのをお聞きしましたが、そのため

にどのように取り組んでいくのかお聞きしたいと思います。  

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 現在、県内でコンテナ苗の生産をしているのは１社だけ

ということで、今後、生産量を拡大していくためにはやはり生産者数をふやし

ていくということが必要だと考えております。  

        それから、コンテナ苗の生産を始める際には温室だとか散水装置といった施

設の整備、それから資材。こういったものの初期投資が大きな負担になってい

るということが課題になっていると思っています。 

        このため、この事業で新規参入を検討していらっしゃる方を対象にして説明
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会の開催であったり、あるいは本格的に生産を始める前の試行的な生産体験と

いったものを実施する。それから施設整備とか資材購入に対する支援を行う。

こういうことで生産体制の強化を図ってまいりたいと考えています。 

 

佐野委員    ありがとうございました。将来にわたってこの森林資源が循環利用できるよ

うに、県内での苗木生産体制をしっかりと構築していただいて、伐採後の造林

に必要な苗木の確保をお願いしたいと思います。 

       ３点目の質問です。先ほど、古屋委員からもございましたが、松くい虫につ

いてです。森３２、森３５ページです。昨年、令和２年６月議会での一般質問

でもお伺いをしました。今令和３年度当初予算課別説明書の森３２、３５ペー

ジに記載のある、森林病害虫等駆除費、松くい虫等総合対策事業費と、松くい

虫等被害地域対策費についてお伺いしたいと思います。 

 

      （松くい虫等総合対策事業費について） 

        まず、松くい虫の予防策は１点目が、予防策としては薬剤樹幹注入、被害木

の駆除については、伐倒のみであります。これは本会議でも質問させていただ

いたとおりでありますけれども、また、この伐倒箇所等の跡地へは、マツ材線

虫病にかからない樹種への植栽などについて本会議でも述べさせていただきま

した。 

        県では地域の景観形成に欠くことのできない昇仙峡や、富士北麓などの松林

を森林病害虫等防除法に基づく重要な森林として指定し、関係市町村等と連携

しながら重点的な松くい虫防除に努められるとの御答弁を承知しております。 

        まず、初めに、被害木は伐倒のみでありますけれども、松くい虫等被害森林

景観対策事業費の枯損木除去費について、令和２年度は１，６００立方メート

ルが、本年は２,００５立方メートルとして予算増額している理由についてお聞

かせください。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 枯損木の伐倒につきましては、市町村が事業主体となり

ますけれども、市町村に令和３年度における要望量等を聞き取りを行った上で、

それを踏まえて計上してございます。 

 

佐野委員    ありがとうございます。市町村もこの除去費がふえているという認識、先ほ

ども古屋委員の御答弁にありましたけれども、被害もちょっとふえているとい

うことをお聞きしていますので、このような対応になるんだろうと思います。 

 

       （森林病害虫等駆除費について） 

        次に、予防に資するのは、先ほども述べましたけれども、薬剤樹幹注入のみ

であります。これ以外には予防ができないことは冒頭のとおりでありますけれ

ども、樹幹注入で予防に資するためのアンプル数について、令和２年度で４，

９５０アンプルだったものが、本年令和３年度では４，７０５アンプルとした

理由について。これは御答弁もありましたけど、作業員が近づくことができな

い対策困難エリアが拡大したため減らしたのか。あるいは、被害範囲が縮小す

る予測でアンプル数を減らしたなど、具体的な理由についてお聞かせいただき

たいと思います。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 薬剤の樹幹注入につきましては、対象木を地域のシンボ

ル的な松林や史跡名所天然記念物に指定されているような松林としておりまし

て、対象を決めて計画的に実施しているところでございまして、昨年度から今
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年度にかけてアンプル数がふえているのは、その計画に従って今年度たまたま

といったらちょっとあれですけれども、計画として決めている数でございます。 

 

佐野委員    ありがとうございました。エリアを決めていて、年ごと本数を打ちつけてい

くと、当然、そのエリアの中はだんだん予防がなっていきますので、当然アン

プル数は減っていくと思うんですけれども、そのエリアを拡大していくことは、

先ほど御答弁でありましたけれども、被害範囲が広がっているとなれば、その

エリアを順次広げていくことが大事ではないかと思っております。わかりまし

た。 

 

       （松くい虫等被害地域対策費について） 

最後に森３５ページの松くい虫等被害地域対策費の駆除及び樹種転換の実施

についてお伺いしたいと思います。令和２年６月議会で、植生の早期回復を図

るため、周辺の景観になじむ樹種による人口植栽を行うこととしているという

御答弁をいただきましたけれども、この樹種転換などについて令和２年度予算

で７，９０８万円であったものが、令和３年度予算で６，１５５万５，０００

円となっている本年の予算額について、具体的な理由をお示しいただきたいと

思います。 

 

増田技監（森林整備課長事務取扱） 松くい虫等被害地域対策事業費の予算額が昨年度に比べ

て減少している理由でございますけれども、松くい虫対策の予算計上に当たり

ましては、まだ発生していない被害に対応するために計上しているものですけ

れども、考え方としましては一昨年度の被害量に対応できる額という考え方で

計上しておりまして、例えば令和元年度の予算でしたら、その２年前の平成２

９年度の被害量に対応した予算額。令和２年度ですと、平成３０年度。それか

ら令和３年度につきましては令和元年度の被害量に対応できる額ということで

計上しています。平成３０年度から令和元年度にかけては、実際の被害量が減

少しましたので、来年度の予算額が減っているということでございます。 

 

佐野委員    よくわかりました。ありがとうございました。松くい虫については将来にわ

たって、この高度公益機能森林や地区保全森林の資源として、またこの対象地

域になるものは日本遺産、それから世界遺産の景観保全のためにも必要な、こ

れは執行部の皆さんも十分承知をされていると思いますけれども、必要な対策

となります。 

        今後は、国内外より、この景観については大いに着目されることとなります

ので、予防駆除の体制を今以上にしっかりと構築していただくよう、お願いし

たいと思います。 

 

討論    なし 

 

採決    全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

古屋議員の質疑に対する答弁 

（富士山科学研究所の研究テーマについて） 

 

後藤森林環境総務課長 古屋委員御質問の富士山鉄道に関する研究有無につきまして確認をい

たしましたところ、研究テーマにはありませんことを御報告申し上げます。 

以上でございます。 
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※第１８号  令和３年度山梨県恩賜県有財産特別会計予算  

質疑 

（県有地関係について） 

向山副委員長  済みません、じゃあ質問させていただきます。 

この県有地の関係については、この恩賜県有財産特別会計の中で行われてい

るものでありますので、この中で審査として質問させていただきたいと思いま

すけれども、まずこの当初予算の中で、しっかりといろんな部分で整合性を図

っていかなければならないと思いますし、公平公正、また中立な賃料算定に向

けた当初予算にしなければならないと考えています。 

そうした意味で、富士急行との県有地の賃料改定は令和３年４月、今年の４

月に行うと認識をしていますけれども、県有地のうち、来年度、賃料改定は何

カ所になるか、ここをまずお伺いしたいと思います。 

 

小沢県有林課長 対象箇所につきましては、貸し付け箇所、約９００カ所ございますけれども、

個々の箇所ごとに算定基礎を含め精査をすることとしておりますので、具体的

に今、何件という数字をお示しすることはできません。 

 

向山副委員長  賃料改定にあたるものは何カ所あるかというそこをお伺いしたいんですけど。 

 

小沢県有林課長 賃料が改定されるのか、されないかというところも含めてですね、足元に算

定基礎を含めて精査しながらですね、箇所を決定していくという考えでござい

ます。 

 

向山副委員長  富士急行は３年に１度の改定ですよね。そこはもう決まっていると思うので、

その改定が何カ所かというところをお伺いしたいんですけども。 

 

小沢県有林課長 ３年に１度の改定ということですので、９２０件が対象になると思います。 

 

向山副委員長  ほぼ全てだと認識をさせていただきました。では、この全体の賃料改定に向

けたスケジュール感を今、どのように持っているかというところでお伺いした

いと思います。 

 

小沢県有林課長 先ほどお話しした内容の繰り返しになりますけれども、９００カ所ごとに算

定基礎を含め、精査することとしております。現在、準備を進めているところ

でありますけれども、具体的にいつまでに調査を終えるなどの具体的なスケジ

ュールというのをお示しすることができません。 

 

向山副委員長  富士急行さんが目立ってしまっていますけども、それ以外に９００カ所あっ

てですね、それぞれが改定を迎えるならば、いろんな環境があったりとか、い

ろんな事情があると思いますので、そこはしっかりスケジュール感を示して、

なおかつ、多分９００カ所が１年間で終わらない可能性もあると思うので、そ

こは優先順位がどうなるのか、何年間かけてこれを行ってくのかというのをし

っかり示すべきだと思うんですけども、そこについてはいかがでしょうか。 

 

小沢県有林課長 料金改定作業につきましては、来年度中に全ての箇所で検討していきたいと
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考えています。 

 

向山副委員長  ぜひ、何度も言いますけど、公平公正な形で進めていっていただければなと

思います。その際の費用というのは、昨年からの繰り越し分もあると思うので

すが、この当初の中で今、計上されている部分で納まる予定で行っていく考え

があるのか。 

        また、個別に行う必要があれば、さらに補正で追加をしていく考えがあるの

か。そこについてお伺いしたいと思います。 

 

小沢県有林課長 この調査費用につきましては、令和２年度に予算計上しておりまして、１１

月議会におきまして繰り越しの承認をいただいているところです。予算につい

てはその予算の範囲で行う予定でおります。 

 

向山副委員長  仮にですね、個別に全体の適正化調査じゃなくてですね、個別に不動産鑑定

が必要なケースも出てくる可能性もあると思いますので、そうしたことがある

場合は、しっかりと議会に対してもそうした費用についての補正予算の中で対

応するか、また既定の予算の中でやるかわかりませんけれども、しっかりと委

員会を通じて示していただきたいなと思いますし、こういったスケジュール感

についても、県の中でこの当初予算が通った中で進めていかれると思うんです

が、折を見て委員会、常任委員会含めて、議会に対してしっかりとしたものを

示していただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

小沢県有林課長 貸付料の算定につきましては、現在、住民訴訟にかかる検証委員会において

も検証をいただいているところであります。こうした検証を踏まえながら作業

を進めるということになりますので、そういうものを踏まえながら、提示をさ

せていただけるものは提示させていただきたいと考えています。 

 

向山副委員長  ぜひ、お願いしたいと思います。その中で森の５３ページの総括表を見ます

と４の財産収入、項の１、財産運用収入と見ますと２３億２９５万１，０００

円ということで、前年比より２３５万８，０００円減額をしていると。ここで

１つ気になるのは、この前、全員協議会でも説明がありましたが、富士急行に

対しては通知をしていて、何らかの法的理由により、本件各土地貸付にかかる

貸し付けが有効とされる場合であっても、本件各土地の賃料を年額２０億１,

１５０万円に増額するということであれば、県の考え方とすれば約２０億円と

いうのが今、適正な対価になっていると認識をしています。そうであれば、差

額の約１７億円分は、ここに計上しなければ整合性は取れないと考えるんです

けれども、そこについてはいかがでしょう。 

 

小沢県有林課長 委員のおっしゃいました２０億円についてでありますけれども、この額につ

きましては平成２９年４月現在の鑑定価格でございます。通知文、富士急行さ

んにお送りした通知文にもありますように、あくまで予備的に計上させていた

だいているものでありまして、今後の、あるいは３年後鑑定によっては価格も

変わる可能性もあると、ということで今回は従来の価格で計上させていただき

ます。 

 

向山副委員長  であれば、現状２０億円は決まっているわけではないというのを確認させて

もらいました。ただ、知事のお考えに２０億円という中で進められていますが、

そこにどうしても差異が生まれてしまっているように感じとってしまいますの
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で、そこら辺の整合性をぜひ図っていただきたいと思っています。 

        いまのお話しをお伺いすると、その２０億円というのが決定をするのはあく

までも住民訴訟の判決が確定をしたのちなのか、それとも住民訴訟が継続をす

る中でも、新しいこの令和３年度の料金改定をすれば、それを予算上計上する

のか。そのどちらで今、考えてらっしゃいますでしょうか。 

 

小沢県有林課長 貸付料の算定につきましては、検証委員会の検証を踏まえながら算定をして

いきたいと考えております。 

 

向山副委員長  じゃあ、住民訴訟の判決、確定をせずとも検証委員会の結果が出ればそれに

基づいた賃料算定を行うということ。これは仮にですけれども住民訴訟の結果

が、そう思ったように県としていかなかった場合というのは、この当初予算内

でどう整合性を図っていくお考えでしょうか。 

 

小沢県有林課長 御質問のあった件は収入についての対応ということでよろしいでしょうか。

現在、計上している額を仮に上回ることになったとしましても、補正予算等、

収入でありますので、その額については補正等は必要ないと考えています。 

 

向山副委員長  正しい賃料を請求するんだけれども、予算には反映しないということですか。 

 

小沢県有林課長 最終的に請求する額が決定して、請求させていただいたと。それによって収

入額がふえるということになったとしましても、予算上、この額を上回るもの

については、補正等の予定はございません。 

 

向山副委員長  富士急行さんに、じゃあ請求をして、予算にどの段階で反映されるんですか。

済みません、ちょっと自分はそこを理解できなくて、富士急行に２０億円を請

求した場合に、富士急行以外も含めてですけども、総額で請求をして、その段

階では予算には計上されないと。賃料で入ってきて、初めて計上されるという、

その認識でよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 事前にお財布を用意するということ。振り込まれた額は収入額ということに

なります。 

 

向山副委員長  済みません、でも、今、この予算を計上しているものは現在、振り込まれて

いるんですか、この２３億円は。 

 

小沢県有林課長 これは来年度以降に請求させていただく金額です。 

 

向山副委員長  ということは、来年度以降、請求する額をここに載せているわけですね、入

っているわけじゃなくて。であれば、請求する額をこの予算に計上しないと整

合性を図れない気がするんですけど、そこの整合性をどう図っているんでしょ

うか。 

 

小沢県有林課長 請求の見込み額を計上させていただいておりまして、仮に今、この額を上回

る額が収入として入ってきたとしても、そこは予算の補正措置は行わないとい

うことでございます。 

 

向山副委員長  そこは見込み額であるのであれば、きちんとした適正化調査、あるいは不動
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産鑑定の調査を行った、その額が適正な見込み額になると思いますので、何を

言いたいかというと、その時点できちんとこの予算上で整合性を図らないと実

際に県がやっていることと予算上の措置が違う形に出てしまうような気がする

んですよ。そこをしっかり議会の皆さんに御説明をして、自分はしっかりとし

た適正な対価を取るべきだと思っていますので、だったらその金額をしっかり

ここに計上する。仮に予備費として挙げるんであれば、その差額の１７億円分

をここに入れておかないと、いま富士急にはそれを請求しているのに、ここに

挙がってないという、この予算上のそごが生まれてしまってるということが不

健全なように感じてしようがないんですけれども、そこをしっかり正してほし

いという考えなんですけども、もう１度お考えをお伺いしてもよろしいですか。 

 

小沢県有林課長 先ほど来の２０億円につきましては、あくまで予備的な数字でありますので、

ここに予算には計上せず、現況の数字で予算計上させていただきました。 

 

向山副委員長  であれば、確定というのは先ほどの議論の中でいただいています、不動産鑑

定があった時点で自分は確定だという認識をしていますので、その段階できち

んと予算上に計上していただくことは可能でしょうか。 

 

小沢県有林課長 予算の収入の事務処理上ですね、そういった処理がなくても予算額を上回る

収入は、県としては受け入れることは可能だと聞いておりますので、そういっ

た補正措置をとるかどうかというところでは、現段階ではとらないというお答

えをさせていただきます。 

 

向山副委員長  いろいろと答弁、また、質疑させていただきましたけれども、この予算計上

を見ると、金額は変わってないというふうに取れてしまうので、そこは県民の

皆さんにわかりやすくしてもらいたいなというのがこの質問の趣旨でありまし

て、県として２０億円が現状、予備的であっても、世間一般では２０億円とし

て賃料請求はしているという事実はありますので、そこは整合性を合わせてや

っていただきたいと思います。議会の報告をどのようにしていただけるかとい

うところをお伺いしたいと思います。 

 

小沢県有林課長 現在の貸付料の算定等につきまして、検証委員会における検証が行われてい

るところであります。本会議で知事の答弁にもありますとおり、検証の過程、

結果につきましては訴訟の進行状況を踏まえまして、しかるべき時期に公表す

るとしております。公表しまして、しっかりと説明させていただきたいと考え

ております。 

 

向山副委員長  ぜひ、お願いしたいと思います。あと転借人のことについて、ここに出てい

るんですけど、富士急行以外に県有地を転借している土地っていうのはほかに

もありますでしょうか。 

 

小沢県有林課長 富士急行以外でも、別荘地として県有地の貸付地を使用している例がほかに

もございます。 

 

向山副委員長  そうした転借人の方々には直接、今後県が企業を介さずに、今まだ適法な状

況じゃない可能性がありますので、きちんと県が直接、借りている方々にやり

取りをして、賃料改定に臨むという方針でよろしいでしょうか。 
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小沢県有林課長 他の事例につきましては、これから個々の貸付状況を精査して、内容につい

て判断をしていくこととしておりますので、今後、どう対応をとっていくかと

いうのは、そういった作業も踏まえながら検討していきたいと考えています。 

 

向山副委員長  あくまでその転借人の方に直接、企業を通さないで、県がやり取りするのは

富士急行のケースだけということでよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 現時点で転借人さんの情報提供をお願いしている、直接交渉を前提に提供を

お願いしているのは富士急行さんのみです。 

 

向山副委員長  承知しました。この全ての県有地の代理人は足立弁護士が務めるということ

でよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 通知文にもありますように、今回の富士急行さんに関する貸付地については

現時点では足立弁護士が代理人になると承知しています。 

 

向山副委員長  承知しました。通知文の中にもありましたけども、違法無効の状態にある場

合は御相談に応じることができない状況とありますが、他の県有地の賃借人の

方、特に素地価格で算定をされている場所は違法無効の可能性が高いというふ

うに見られていますれども、そういった方々も相談には県は今応じていない、

また、応じられない状況という認識でよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 富士急行さんの貸付地に対する判断が他の貸付地にいえるかどうかというこ

とについては、今後精査をして、判断をしていかなければならない問題だと考

えています。 

 

向山副委員長  簡潔に言うと、相談に応じないのは、現状で富士急行だけは相談に応じない

ということでよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 通知文にありますように、富士急行さんを対象にしたものであります。 

 

向山副委員長  あと、本会議等の答弁でもありましたが、富士急行と県というのは、原告側

の主張によれば癒着の可能性がかなり高いというそういう指摘をされていると

いうことで、個々には交渉できないという答弁もありましたけれども、この癒

着の可能性というのは他の県有地でもあり得るというふうに、担当部局として

はお考えでしょうか。 

 

小沢県有林課長 そういったことはないものと考えています。 

 

向山副委員長  今、癒着の可能性があるのは、県と富士急行だけということでよろしいでし

ょうか。 

 

小沢県有林課長 癒着の構造という考え方につきましては、原告の言っていることでありまし

て、県としてそういったものはないと考えています。 

 

向山副委員長  では、項目としては最後にお伺いしたいんですが、森の６７ページに演習場

交付金と、県有資産所在市町村交付金というのもございます。 

特に所在市町村交付金については、この今回の適正化調査、あるいは不動産
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の鑑定によって、この部分の金額も大きく変わってくる可能性があるという認

識でよろしいでしょうか。 

 

小沢県有林課長 当初予算書に計上させていただいております１億２，３７９万９，０００円

につきましては、山林、従来の貸付料の算定方法で算定した額をベースに算定

しておりますので、今後の不動産鑑定との調査によりまして、変わる可能性は

あると考えています。 

 

向山副委員長  ここの金額が増額する可能性が大きいと思いますので、その際には収入とし

て入ってくる分もあるだろうし、それをここに転嫁していくということだと思

います。 

        その、演習場交付金に関していえば、これは原告側も言っていますけども、

政治的な配慮による不動産鑑定はあり得ないと。きちんとした、この演習場に

ついても不動産鑑定をして、適正な対価は何かをしっかり見きわめた上で、こ

の演習場交付金も考えていくべきだと考えますが、いかがでしょうか。 

 

小沢県有林課長 現在、計上しております予算の中で、演習場交付金について不動産鑑定を行

うという予算は計上しておりません。 

 

向山副委員長  これはあくまで住民訴訟側の話になっちゃいますが、政治的な配慮なく、き

ちんと公正公平なこの演習場についても恣意的なものなく、きちんとした土地

価格とは何かを調べることも今、求められていることだと思いますので、ぜひ、

適切に来年度内でやっていただきたいなと思います。 

        最後になりますけども、令和３年度のこの当初予算の中で今いろいろ議論さ

せていただいた中で、この県有地問題、特に富士急行の土地に関してはいろん

な議論が出ていますので、しっかりとこの調査も含めて、新しい県の方向性と

かスケジュール感とか方針が決まった際には、適時適切にこの土木森林環境委

員会にも御報告をいただきたい。これが１点と、この富士急行に提示をしてい

る２０億円という数字は県として堂々といま訴えている２０億円が正しいとい

うことで、知事が自信を持って訴えている部分だと思いますので、それもこの

予算上において、しっかりと整合性を図って、自分は提示をするべきだと考え

ています。 

最後に、公平公正、また中立なこの県有地の賃料算定においては、客観的、

合理的、こういったものを誰が見ても、どこの県有地であっても政治的な配慮

を全く排除して、賃料算定が行われることが、県民にとって一番わかりやすい、

透明性のあるプロセスだと考えます。 

この３点をしっかり反映して、来年度のこの恩特会計の予算の運用に資して

ほしいなと思いますけれども、最後、林務長にお伺いしたいと思います。 

 

金子林務長   ３点ございました。まずは２０億円のお話しについては、あれは平成２９年

度の適正賃料を算出したものということでございますので、これはもう、令和

３年度の新規賃料というと、もう時点が変わりますので、これはもう変わった

額になろうかと思います。その変わった額でしっかりと対応していきたいと思

っております。 

        それと、適正な賃料に関しましては、全ての県有地、同様であると考えてご

ざいます。ただその、国の演習場につきましては、政治的というふうにおっし

ゃいましたが、要はその、演習場として使うことで、演習のときに立木が被弾

し、木の価値を下げてしまうですとか、そういった、要は演習場として使うこ
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とによる補償というか、その部分が従来、組み込まれて賃料が構成されてござ

います。 

地方自治法２３７条２項でいっているのは、「適正な対価なくして」というこ

とで、その適正な対価よりたくさんもらってはいけないということでは、当然

ないわけでございまして、少しその賃料の決め方、これは議会のほうでも大勢

入っていっていらっしゃる演習場対策協議会、皆川代表が委員長ですが、そう

いったところを通じての交渉というのがございますので、これは少し一律には

論じられない部分があろうかと思っています。 

        そして、しっかりとした説明ということに関しましては、これは適時適切な

タイミングでしっかりと説明責任を果たしていきたいと考えてございます。 

 

清水委員    森の６５ページマル新のやまなし次世代林業強化推進事業費１億３００万円

余、この内容について、何点か質問させていただきます。 

まず、この事業費がそこに書いてございますように、森林施業の効率化と低

コスト化を図るために、伐採から植栽までを一体的に行う一貫作業システムを

導入すると。これは山梨県が７８％森林の県でございますので、こうした事業

は何よりも優先する事業だと考えております。 

        それでですね、今回、この１億円を用意してあるということなんですけれど

も、まず、ここでいっている伐採から植栽まで一体的に行うというこの一貫シ

ステムというものはどのようなものをいっているのか、御説明お願いいたしま

す。 

 

小沢県有林課長 県有林内において、現在考えております一貫作業についての内容でございま

すけれども、伐採作業時に使用した林業機械を用いまして、伐採跡地の集材の

整理などによります地ごしらえ、苗木の運搬を行うほか、先ほど説明にもあり

ましたが、年間を通じて植栽ができるという、施工性にすぐれたコンテナ苗を

植栽に使用することとしております。こうした伐採と植栽の一体的な作業によ

りまして、効率化と低コスト化を進めるということとしております。 

 

清水委員    伐採から植栽まで一連の作業、今までは分担してきた分業化を、それを連合

して総合化するというのは効率化には極めて有効だと思います。それで、今回、

この計上した１億３００万円余はどのような扱い方をするんでしょうか。 

 

小沢県有林課長 この事業の具体的な内訳でございますけれども、伐倒木の集材やそれから地

ごしらえ、植えつけまでの作業経費や伐採木を木材市場で販売するための運搬、

それから販売委託にかかる経費として、合計約７，５００万円を計上しており

ます。このほか、獣害防止策を設置する経費として、約２，８００万円を計上

しているところであります。この事業では全体としまして、５，６００立方の

木材を市場で販売することとしておりまして、伐採やその植栽作業の請負、委

託経費との差額、約５００万円になりますけれども、５００万円の収益を見込

んでいるところであります。 

 

清水委員    ありがとうございます。今、お話しいただいた内容も、部分的には今まで山

梨県として予算をつけてずっとやってきたと思うんですけども、今回、一貫作

業システムという新しいシステムで、従来とこのシステムを導入した対比とい

うか導入効果ですね、それはどのように考えられていますか。 

 

小沢県有林課長 県有林におきましては、県有林材を安定的に搬出しまして、それから、伐採
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跡地の確実な再造林を確保するというためには、こうした作業の低コスト化を

図る必要があると考えております。 

        このため、本事業では枝葉のついた状態で伐採木を集材するなど伐採にかか

る経費を縮減するとともに、先ほどお話ししました、一貫作業システムにより、

従来に比べまして３割程度のコスト削減を目指しているところであります。 

 

清水委員    ３０％の生産性向上という話しですごい話だなと思います。それでですね、

今回その内訳は、伐採、植栽、さらには市場、木材市場での販売という、一連

のこの事業関係者、いわゆるステークホルダーですね、それぞれ受益者がいる

と思うんですけれども、その辺の連携をどのようにやっていこうとしてるんで

すか。 

 

小沢県有林課長 これまで別の事業者が行ってきました伐採と植栽でありますけれども、これ

まで一体的に行う林業事業体さんであるとか、あと、木材市場を運営します森

林組合、それからコンテナ内の生産事業者などと連携して取り組むこととして

おります。 

 

清水委員    ありがとうございます。先ほど申し上げましたように、山梨県は森林面積が

７８％、そのうち県有林が４６％で、まずここからこのシステムを導入して、

３０％の生産性を上げると、こういう事業だと思うんですけども、これが終わ

ると当然、次の民有林ですね、５３％比率する民有林のほうにその効果の拡大

を広げると思うんですけれども、これの拡大計画はどのように考えているんで

すか。 

 

小沢県有林課長 委員がおっしゃるとおり、一貫性のシステムは従来と異なる先駆的な作業手

法であります。県有林が率先して取り組むこととしまして、この事業を通じま

して、受入事業者さんの技術向上を図るとともに得られました知見につきまし

ては、林業事業体の研修等を通じまして、民有林を含めた県内全域に普及した

いと考えております。 

 

清水委員    山梨県の林業は約６割が利用可能な林齢に達していると言われています。で

すから、こうしたシステムを導入することによって、さらに生産性が３０％上

がるシステムを導入するということはすごく意味のある内容だと思います。で

すからぜひ、この作業内容をスケジュールどおりしっかりと、３０％生産性が

達成できるように推進をお願いしたいと思います。答弁は要らないですけど、

ぜひ、よろしくお願いいたします。 

        

※答弁訂正 

 

小沢県有林課長 先ほど答弁させていただいた内容の中で、一部、誤りがありまして、訂正を

させていただきたいのですがよろしいでしょうか。 

        先ほど契約件数が全体で９００ありまして、３年に１度の料金の見直しの対

象箇所、何契約あるかというお話がありました。先ほど「全て」というお話を

させていただいたんですが、間違いがありまして、３年に１度の改定期になる

ものは３５０件となります。 

        訂正をさせていただきます。 

 

討論    なし 
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採決    全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第２５号  令和３年度山梨県林業・木材産業改善資金特別会計予算 

 

質疑    なし 

 

討論    なし 

 

採決    全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１５号  専門学校山梨県立農業大学校設置及び管理条例中改正の件 

 

質疑    なし 

 

討論    なし 

 

採決    全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第３４号  林道事業施行に伴う市町村負担の件 

 

質疑    なし 

 

討論    なし 

 

採決    全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

※所管事項 

質疑 

（公益財団法人山梨県環境整備事業団第４次改革プラン案について） 

古屋委員    今、河西課長から説明がございました。実は今年２月２日の山日新聞に、こ

の関係について書いてありましたけど、私は大変心配しています。 

        やはり山梨県の環境問題、これからの環境に対する改革プランということで、

歴代知事がこの環境についてはやってきた課題がありまして、今、お話しがご

ざいましたとおり、環境についてちょっと気になりましたので、実は２月４日

に同僚議員と一緒に現地の明野の産業廃棄物最終処分場を調査させていただき

ました。その際、河西課長初め、現地の県職員の方々には大変お世話になりま

した。 

        今、改革プランの説明の中で、想定する維持管理期間が１０年との説明があ

ったわけでありますが、廃止するためにはその基準をクリアする必要があると

いうことでございますが、きょうはせっかくの機会でございますから、その内

容について本委員会の中でもう一度、丁寧に説明をいただきたいと思います。 
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河西環境整備課長 処分場を廃止するための基準でございますが、その基準の項目が幾つかご

ざいますが、その主なものにつきましては、まず処分場から染み出てくる浸出

ですとか、それから埋め立てられている廃棄物から発生するガスの発生状況等

でございます。 

        その、廃止基準でございますが、浸出水については国が定める排水基準の１

０分の１の数値とすることで、地元の北杜市と公害防止協定を結び、その基準

としておりますが、現在約４０項目あるうちの２項目について、まだ基準をオ

ーバーしている状況でございます。 

        それから、処分場の中で発生しているガスにつきましては、発生しない、ま

たは増加しないということが国で定める廃止基準でございます。濃度につきま

しては、季節変動等でまだ若干増減しているものの、発生量については昨今、

減少の傾向にございます。 

 

古屋委員    具体的に新聞にも出ていますから、おわかりの方は記憶があると思うんです

けど、４９項目のうち、２項目というのはどのような内容が達してないのか。

あるいは改善をどのようにしているのか。国の基準を含めて、具体的な数字等

があれば、その辺について明らかにしていただきたいと思います。 

 

河西環境整備課長 現在、基準をクリアしてない具体的な項目はマンガンとホウ素でございま

すが、現在の数値の経緯等でございますけれども、現在の廃止基準値は具体的

に申し上げますと、浸出水、１リットル中に含まれる量が１ミリグラム未満に

なるということが廃止基準になってございます。現在、マンガンにつきまして

は処分場閉鎖した直後に約６ミリグラムだったものが現在は大体２から３ぐら

いで推移している状況でございます。 

        ホウ素につきましては、閉鎖直後、大体４ミリグラムだったものが現在は１

ミリグラム台。その１ミリグラム台もたびたび廃止基準をクリアしている状況

でございます。ホウ素、マンガン、それぞれどういう廃棄物の影響によるもの

かということなんですが、基本的は処分場内に廃プラスチックを搬入して、そ

の廃プラスチック類に付着していたものが、雨等によってそれが洗い流されて、

数値として出てきているような状況を確認してございます。 

 

古屋委員    確かに、この数字を見ますと、国の基準を１０としてみれば、マンガンにつ

いては先ほどの話したように、近年平均すれば２から３ぐらいということでず

っと維持されていますし、ホウ素にしてみれば、国の基準が１０としたら、大

体１ということで、そのときの状況があって、地元の皆さんにとってみれば、

この明野の処分場の問題は、本当に１００パーセントしっかり保障されなけれ

ば、この明野処分場の廃止というのは認めることにはできないということでず

っと今日まで続いているわけであります。先ほども御説明があったとおり、こ

れまでの建設費約３０億円のお金をかけて、管理費も毎年おそらく１億円以上

かかっておりまして、累積赤字がこの５３億円というような状況の中において、

一般論でいきますと、この数字だけ見ると、このへんについても県として、地

元の自治体、そして地域の方々にも年に１回か２回、お話しされていると思う

んですけども、こういったものをすぐに廃止にしろということまでは言いませ

んが、やはりこれを１００パーセントにするとなったら１０年ではとてもでき

ない。ずっと多分それなりの数字はこの、今とりあえず２つだけ数字がマンガ

ンとホウ素の数字がちょっとクリアできてないということで続いているんです

けど、その辺の扱いというのは、県として、今後どのように考えているのか。

その辺のお考えをちょっと示していただきたいと思います。 
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河西環境整備課長 古屋委員の御質問の趣旨につきましては、地元との話し合いを通じて、そ

のような基準の管理の取り扱いについての話し合いをという、そういう趣旨だ

と受けとめましたけれども、一番先ほど、冒頭で申し上げましたとおり、施設

廃止にかかる基準につきましては、当時、全国最高水準の安全性を目指して、

地元の北杜市と直接公害防止協定を結ぶ中で位置づけられているものでござい

ますので、まず、これについては尊重しなければならないと考えてございます。 

        このため、県といたしましては、廃止を想定する１０年間と考えてございま

すが、まだあと残り４年ございますので、いずれにいたしましてもこの間、安

全に配慮しつつ、しっかりと施設の維持管理をまずは行ってまいりたいと考え

てございます。 

        それから、一方で毎年、多額の維持管理費が発生しているわけでございます

が、水処理など、施設の管理方法全般について、再度、総点検をさせていただ

きまして、見直しが可能なものについては一層の工夫を凝らすことによって、

できる限りコストの縮減を図りまして、効率的な運営に努めてまいりたいと現

在は考えているところでございます。 

 

古屋委員    確かに、長い歴史の問題でありますから、そう簡単に数字を見てどうのこう

のとか、あるいは行政がこの場で見直しするなということは、多分いえないと

思います。いずれにしましても、もちろん数字は尊重しながら、問題は、この

安全性をしっかり、これは安全なんだ、国の基準は本当に大丈夫なんだ、山梨

県のこの基準というのは地元の協定の中で、この１０倍の基準になってるけど、

国の基準はこうなんだということを含めて、ぜひ、あと４年という期間がござ

いますから、明野がある自治体、そして地域と回数をふやしながらぜひ、話し

合いを重ねる中でいい方向にもっていただければ大変うれしいと思います。答

弁はいりませんけど、最後、申し上げておきたいと思います。 

 

（林業の担い手就労環境の対策について） 

佐野委員    ありがとうございます。それでは今後においても課題があると思われます林

業の担い手就労環境の対策についてお聞きをしたいと思います。 

        本会議でもお聞きをしましたが、具体的な部分について再度、お聞きをした

いと思います。先ほどの条例の概要での説明にあるとおりに、令和４年度に県

立農業大学校に森林学科が設置されて、将来にわたって安定した林業の担い手

確保に取り組むこととしており、非常に大きく期待をしているところでありま

す。 

        また、５０年生以上の森林資源の活用と、それに伴う林業事業が増大して、

生産性の向上を支える人材の確保育成のためにも、これは就労人材の安定した

生活ができる就業環境の整備が最も重要であると思われます。 

        そこで、初めに平成２９年に立てました、山梨県林業労働力確保促進基本計

画による現状と課題に対する対策についてお聞きしていきたいと思います。 

まず、基本計画策定時に県内では１１の森林組合を含めて、９７の林業事業

体があるとされています。森林組合を除く残りの８６の事業体について、この

うち月給制を導入し、健康保険、雇用保険、年金制度等の社会保険に加入して

いる事業体は幾つあるのか、お聞きしたいと思います。 

 

金丸林業振興課長 ただいまの質問にお答えいたします。林業の雇用環境ということで、現在、

認定事業体という事業体がございまして、これは雇用管理の改善と事業の合理

化計画ということで、５年目までの改善措置の目標を入れた計画を立て県が認
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定している事業体になります。この事業体が今、４５ございまして、この事業

体の状況なんですけれども、この事業体からの報告を確認している中で、労災

保険は全ての事業体で加入をしておりますけれども、雇用保険、それから健康

保険などについて年々加入率は上がってはいますけれども、まだ、一部の未加

入の事業体もございますので、ここについては引き続き今、指導をしていると

ころです。この認定において、その辺を指導しているという状況です。 

 

佐野委員    ありがとうございます。４５のうち、幾つかはこの加入をされていないとい

うことだと理解をいたします。この家族経営のような小規模事業体も多いので

しょうけれども、他の理由も含めて、この少ない理由というのは何が原因か、

お聞かせいただきたいと思います。 

 

金丸林業振興課長 ただいまの御質問にお答えします。少ないというのは事業体の数の話です

か。 

 

佐野委員    雇用保険の……。 

 

金丸林業振興課長 雇用保険の加入のですね。先ほど言ったように労災保険は全て加入してい

ますが、雇用保険、健康保険につきましては、やはり小規模零細な事業体が多

い中で、家族経営とか、あと臨時的に雇っている方等々ございまして、なかな

か加入のほうが進んでないとこもあったり、あと、加入しなきゃならないのに、

事業主さんの認識がちょっと違っていて、任意というか、加入しなくてもいい

というような捉えをしているところもございまして、そういう意味で、一部の

事業体が未加入というところがございます。 

 

佐野委員    ありがとうございます。そういう理解をされているところにはおいおい、お

話しをしながら加入を進めていくことが大事だと思います。これは先にも述べ

ましたとおり、新しい人材が入ってくると、その人たちが定着しなきゃいけな

いので、そういった部分が非常に必要ではないかと思っています。 

        次に、本県でも認定事業主について各種の助成制度を設けているというのは

承知しております。他県ではさらに社会保険料の助成や、就労環境の改善に直

接つながる取り組みを行っている、そのような自治体もあります。また、森林

環境譲与税を活用した雇用対策を行っている県もあるとお聞きをしております

けれども、本県はどのように取り組んでいくのか、現状と今後をお聞きしたい

と思います。 

 

金丸林業振興課長 先ほどの認定事業体になりますと、例えば国の、林野庁の補助事業であり

ます、「緑の雇用」という研修制度がございまして、こちらのほうで事業の集約

化とか路網の整備、高性能林業機械とか、こういうものを効率的に作業できる、

そういう知識とか技術を学べる研修制度がございまして、このへんの参加を促

しているということと、それ以外に、県独自の部分でいきますと、労災保険の

上乗せ補償の掛金の補助制度とか、そういうところは取り組んでおります。 

 

佐野委員    ありがとうございます。県有林については、この県土の約３分の１の面積を

有するものだと承知をしております。この規模やこの事業費からも存在はこの

県有林、大きくて、事業体にとって、県から発注される県有林整備業務は、経

営上重要な事業であると思っています。したがって当然に担い手の確保が必要

ではないかと考えるわけであります。 
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        また、県有林は全国最大規模のＦＳＣ認証森林でもあります。ＦＳＣは定期

的な審査を受けているとお聞きをしておりますけれども、審査項目の中の原則

に「労働者の権利と労働環境の中で組織は労働者の社会的、経済的福利を維持

または向上しなければならない」と。「労働者には認証範囲内の森林管理区画で

施業を行う請負業者なども含まれる」とありますけれども、社会保険の整備が

されていなければ、労働者の社会的・経済的福利を維持または向上させている

とは言いがたい事業体がＦＳＣ認証林の整備を請け負っているようなことにな

ると考えます。 

        制度上、問題と思われますし、また、県有林では発注にあたり事業体がこの

原則に適合しているかを確認しているか。この認定事業主とされている事業体

での整備を確認しているのであれば、どのような方法で行っているのか、ちょ

っとお聞きしたいと思います。 

 

小沢県有林課長 県有林におきましては、県有林造林事業の入札に参加しようとする事業体に

対しまして、提出を義務づけております雇用管理等状況調書によりまして、労

災保険を始めとした、共済保険の加入実態を把握することとしております。 

 

佐野委員    ありがとうございます。先ほどの繰り返しだとは思うんですけれども、社会

保険の整備等、やはり必要だとされておりますので、ここはしっかり進めてい

っていただきたいと思います。 

        県土の保全のためには、森林の適切な管理が重要であるということは論を待

たないわけでありますけれども、その根幹をなす従事者の安定的な確保、すな

わち、将来にわたって生活設計が立てられることができるような月給制、社会

保険制度の整った就労環境でなければ、新規に就業しても離職してしまうこと

も考えられ、担い手の安定的な確保は困難であると思われます。この問題は担

い手の担当課だけでなく、県有林課、治山林道課についても同様であることか

ら、森林環境部としても社会保険料の助成など、実効性の高い取り組みが必要

と思われますけれども、いかがでしょうか。 

また、今後はどのように取り組んでいくのか、それぞれをそれぞれの課にお

聞きしたいと思います。 

 

金丸林業振興課長 就労環境の改善ですけれども、やはり林業就業者が定着していくには、雇

用、労働条件ですね、ここの給与面も含めて必要な部分でして、先ほど言われ

たような日給制から月給制の変更とか、そういうものも先ほどの改善計画の認

定等の折には、その辺を指導しながら雇用条件の向上に向けて取り組むように

しておりますので、そういったことを地道にやっていきたいと思っています。 

 

小沢県有林課長 県有林課におきましては、ＦＳＣが推奨しております労働者の権利ですとか、

労働環境に関する考え方のもと、事業として実施しております森林整備、造林

事業が実施できますように、請負事業の設計単価をその二省協定単価を使って

適正な賃金水準の確保を図るですとか、あと、労災保険や健康保険を事業者の

負担金につきましても、工事費の中で一定割合を計上していると。 

        さらには安全装備の装備基準というものをつくりまして、基準への適合を、

請負事業者に義務づける。それから定期的なパトロールも実施することによっ

て事業体の、事業者の安全管理に対する意識向上ですとか、労働災害の未然防

止に努めているということでございます。 

 

佐野委員    安全環境については先ほどからずっとお聞きして、承知をしておりますので、
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就労環境、いわゆる先ほども述べさせていただきましたけれども、社会保険制

度や月給制などというのもやはりしっかりと進めてっていただきたいと思いま

す。 

        これは森林経営の永続的な生産性を向上させるということ。これは人材育成

と労働環境整備とともに、これは現場での待遇の改善は必要であると思います。    

今後は対応、対策積極的にされることを期待しまして、質問を閉じさせてい

ただきます。 

 

       （再生可能エネルギーの状況について） 

清水委員    先ほどの知事が２０５０年カーボンニュートラルっていう話しをさせてもら

ったんですけども、山梨県の再生エネルギーの比率をどうやって拡大していく

か大きなテーマなんですけども、この森林環境部として再生エネルギーの太陽

光とか地中熱とか水力とか風力とかあるんですけども、トレンドがわからない

んですけれども、それはどこを見ればわかるんですか。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。本県の再生可能エネルギーの

状況といいますかトレンドということでございます。本県の再生可能エネルギ

ーは、主に水力が全体の割合とすればかなりを占めております。続いて太陽光

ということで、この２つでかなりの割合を占めているわけでございます。 

        太陽光につきましては、事業用のものについては規制の方向、条例も含めて、

強化という動きがございます。一方で、再生可能エネルギー自体は推進してい

く必要があるという認識も当然、ございますので、例えば本県の地域資源であ

ります水を活用しまして、水力自体はすごく大型の水力発電はなかなか難しい

と思いますけれども、小水力発電に力を入れていくですとか、そういった形で

導入を推進していきたいと思っています。 

        今後、事業用の太陽光につきましては、あまり伸びはないと。水力について

も大型のものは難しいということだと思いますのでので、小水力ですとか、あ

とは太陽光であっても屋根置きのものですとか、そういったものを伸ばしてい

きたいと考えています。 

 

清水委員    今、お話しいただいた内容が、令和３年にはあと幾つ伸びて、５年後は幾つ

になって、１０年後は幾つになるかという、そういうトレンドがあって、初め

て２０５０年につながると思うんだけど、そういう長期的なスパンで見た計画

って必要だと思うんですけど、何でないんですか。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。再生可能エネルギーについて

は県のエネルギービジョンによりまして、導入の目標、クリーンエネルギーを

導入していこうということで、目標の設定をしております。一応、７０％を目

指すということで進めておりまして、最新のデータですと、６０％ぐらい占め

ておりますので、進捗とすると非常に順調だと考えておりますけれども、先ほ

ど申し上げましたとおり、水力とか太陽光が今、けん引している状況ですので、

今後はさらに違うものに力を入れて目標達成に向かっていきたいと思っていま

す。 

 

清水委員    総合計画が近々発表されると思うんですけども、そういう中で再生エネルギ

ー、山梨県はこういう取り組みをしていくんだという項目が当然あると思うん

ですけど、今のお話しだと水力はこの課のこの項目、風力はこっちの課のこの

項目、そういうのを足さないとわからないという話しになっちゃいますよね。
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それだと何か違うんじゃないかなと思うんですけど、どうなんですか。 

 

中澤環境・エネルギー課長 ただいまの御質問にお答えします。再生可能エネルギーといいま

しても、当然風力もあるし、水力もあるし、いろんなものがございますので、

それぞれのその導入状況というものをトータルでどのくらい山梨県で導入され

ているのかということで今、７０％というところで目標にしておりますので、

いずれにしてもその、内訳はいろいろありますので、そこは積み上げていくの

だろうということを思っております。 

 

清水委員    いずれにしても２０５０年を知事が公約して、それに向かってスタートして

いるわけですよね。だからそれに向かったやはり事業計画があって、それに向

かった行動計画があると思うので、例えば県民の人が山梨県の知事があの目標

をつくって、５年後にはどうなるのといわれたときに、いや、再生可能エネル

ギーはここまで来ますよとか、そういう話しができるまとめ方というのは必要

と思うんですよね。ですから御検討いただきたいと思います。 

 

       （林道の活用について） 

流石委員    私は今年の一般質問でハザードマップの改正について質問させていただきま

した。それはそれでいいんですが、私が一番心配なのはやはり富士山の噴火な

のかなと。地震よりも津波よりも富士山の噴火、どこで噴火するかわからない。

そういうのが一番心配だということで、林道を何とか活用できないかという再

質問をさせていただいた経緯がございます。 

        １５から２０ぐらい林道がある。林道は林道としての役目しかないというお

答えをいただいたんですけども、忍野村には、忍草地区に約４，０００人と内

野地区にも４，０００人ぐらいが住んでいて約８，０００人住んでいるんです

ね。その忍野村にはファナックという会社に毎日、約３，０００人が通ってい

ると。何とか内野地区の方、都留の鹿留林道を利用できないかという再質問を

したんです。まだ、林道としての役目しかないので、冬季は閉鎖していると。

そこは大きな車も通れる範囲であるから、何とか活用していただきたいという

ような質問をしたんですが、県道などと比べて、明らかにそれは違うでしょう、

はっきり言って林道だから木を切ってそれを運ぶだけの道だと思いますが、具

体的にどのように違うのか伺いたいんですが、よろしいでしょうか。 

 

倉本治山林道課長 まず、御質問の鹿留林道についてでございますけれども、これは木材の搬

出を主な目的として開設された路線であります。開設に当たりましては林道規

定に基づき設計をしていますので、幅員が４メーター程度と狭く、急カーブ、

急勾配が連続しております。 

林業用車両が走行するために必要最低限の規格となっておりまして、道路構

造令などに基づく一般県道、国道等と比べますと、安全円滑な走行上、やや劣

る構造となっております。 

 

流石委員    鹿留林道ですから、一般の車両のように使えないということは私も存じてお

ります。いろんな富士山の周りには本当に交互通行できないような、そういう

林道もあるってことも知っていますが、都留市は２万５，０００人くらいいら

っしゃる。それから忍野村には大体２地区合わせて８，０００人から９，００

０人くらいいる。その間に林道がある。何とかこれはハザードマップを改正し

てでも、いざというときに道路として使えないかという質問をしたんですが、

安全に通行させるためにはこの、整備の維持管理を行っているのかどうか。今
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現在、どのような維持管理をしているのかお聞きしたいと思ってるんですが、

よろしいでしょうか。 

 

倉本治山林道課長 この林道での整備状況、維持管理の状況ということでございますけれども、

この林道では国庫事業によりまして平成２５年度より改築工事を行いまして、

一部区間で幅員を５メーターに拡幅したり、急カーブの改良、それから古い橋

の架け替え、そういったことを行っております。 

        また、県単独事業によりまして小さな修繕工事、あるいは土履きなど日常の

維持管理なども行っております。 

 

流石委員    せっかくこの林道があるので、新しいトンネルを掘ることもないし、新しい

道路をつくるということも要らないので、何とかできないかなと。ただ、林道

を避難路として活用するには、今のところ、冬は通行どめになっているんです

よね。 

        それで、具体的にどのようなことが通行どめになる理由なのか。ある程度、

標高が高いところも存じておるんですけれども、通行どめになる理由もちょっ

とお聞きしたいと思うんですが、いかがですか。 

 

倉本治山林道課長 この林道は二十曲峠という峠を越すような線形になってございまして、二

十曲峠の、標高が１，１５０メーターということで、冬季は積雪や路面の凍結

がございます。また、冬季になりますと、凍結融解で予測できない落石発生の

リスクが増すというようなことがございまして、通年通行の安全を確保するた

めには、多額の経費が見込まれます。 

        それから先ほど申し上げたような、構造上の改良とかそういったことがさら

に必要になるということで、そうした数々の諸課題を踏まえた中での検討が今

後、必要であると考えております。 

 

流石委員    その課題は存じてはおるんですが、１，１５０メートルという標高は、スバ

ルラインが２，０００メートルで営業しているんですよね、４合目まで。いろ

んな維持管理をしながらやっているんですが、課題が多くて簡単ではないこと

は重々承知なんです、私も。 

ただ、内野地区の方にとっては、避難路みたいな、一般道とは言わなくても

いざというときに使えるようになれば全然違うなと思っているので、今後林道

は林道という言い方もわかりますけれども、ぜひそこは、くの字をへの字とは

言いませんがくの字をなの字にしますので、ぜひ、うまく利用したいなと思っ

て、前向きに検討していただくようにお願いして終わります。ぜひ、今後も前

向きに考えてもらうように質問いたしますので、そのときには誠意ある対応を

していただければありがたいなと思いますので、どうぞ、よろしくお願いいた

します。 

答弁は要りません。よろしくお願いします。 

 

       （神奈川県との共同事業について） 

向山副委員長  １点だけお伺いします。神奈川県との共同の事業の取り組みについてお伺い

したいんですけれども、平成２４年から県民の皆さんに森林環境税の御負担を

いただいておりますけれども、本県の森林のこの恩恵を流域の方々に一定の協

力をいただくべきという考えのもとで、その平成２４年度から神奈川県と、水

源環境保全税というのを財源として、共同事業を行っていると承知しています。

この水源環境保全税は、年４０億円ぐらいとホームページで見させていただき
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ましたが、本県の森林環境税を活用した、この神奈川県と共同事業について、

これまでの取り組み状況についてお伺いしたいと思います。 

 

後藤森林環境総務課長 神奈川県との共同事業につきまして、現在まで第１期と第２期の事業

計画に基づき、実施してまいりました。平成２４年から平成２８年度の第１期

の共同事業におきましては神奈川県に１億５，０５９万８，０００円、細かい

ですけれども御負担いただきまして、桂川流域の荒廃した森林の、民有林にな

りますけれども、そこで間伐、１，０７７ヘクタール、それから広葉樹の植栽

を１１ヘクタール実施してまいりました。 

        また、生活排水対策といたしまして、神奈川県が１億３，０８５万３，００

０円負担して、大月市内の下水処理施設、大月桂川清流センターのリン削減処

理を実施してまいったところでございます。 

        また、現在実施中であります、第２期計画共同事業では令和３年度までの予

定であります。森林整備については神奈川県が年平均で２，０００万円、合計

５年間になりますので１億円を負担していただきまして、間伐７２８ヘクター

ル、それから広葉樹の植栽１０ヘクタールを共同で実施していくこととしてお

ります。 

        今現在の実績につきましては、平成２９年度から始まっておりますので、令

和元年度までの３年間になりますけれども、この実績につきましては間伐、年

４５９ヘクタール、それから広葉樹の植栽が４ヘクタールを共同で実施してま

いりました。 

        生活排水対策につきましては、神奈川県が９,２０９万５，０００円を負担し

ていただきまして、ひきつづきリンの削減処理を実施してまいる予定でござい

ます。 

 

向山副委員長  来年度末で第２期共同事業が終了の予定だと思うんですけれども、その次の

事業年度に向けて、一定程度の負担をしていただいている中で事業をしたと承

知をしたんですけども、次の事業内容について、いま協議している、また計画

している部分があればお伺いしたいと思います。 

 

後藤森林環境総務課長 次期の計画になります。令和４年度からになりますが、第３期共同事

業の協定の締結に向けまして、去る１０月２７日に第１回目の両県の関係課の

職員によります作業部会を開催いたしました。そしてそこで両県のスケジュー

ル等について確認したところでございます。 

        この際、本県から森林整備に関する新たな共同事業といたしまして桂川流域

におけるニホンジカの管理捕獲、それから生活排水対策としての公共下水道整

備に対する市町村保全について提言を行ったところでございます。 

        その結果になりますけれども、神奈川県からは負担金の財源であります水源

環境保全税については、先ほど委員、おっしゃられたように、水源環境に直接

に効果がある事業に充てることとしておりまして、シカの管理捕獲については

共同事業対策としては困難との回答があったところでございます。 

        一方、公共下水の整備につきましては、桂川に流入するするリンの削減にと

って、直接的な効果のある事業といたしまして、現在、神奈川県におきまして、

共同事業で実施が可能かどうかを検討していただいているところでございます。 

 

向山副委員長  基本的には協定に基づく事業というふうに承知をしましたけれども、この上

流に位置する我が県の、この森林環境部を初めとして、皆さんに森林や河川を

整備保全してもらっていることによって、下流域の皆さんの安全安心が保たれ



令和３年２月定例会土木森林環境委員会会議録 

- 30 - 

ているということを、山梨県として神奈川県、あるいは関係する都県の皆さん

には周知をして、またそれを再認識していただくことも重要かなと思っていま

す。この森林から、特に桂川とか相模川の水を守るためにはより多くの分野で

神奈川県とも連携をしていく必要性もあるかなと思いますが、そこら辺につい

てはいかがでしょう。 

 

後藤森林環境総務課長 共同事業の内容につきましては、両県で締結をいたしました基本交渉

において定められておりまして、森林整備等については水源環境の保全、再生

を図るための事業として共同して実施することとしております。 

        このため、共同事業で行うものにつきましては、基本的な考え方としまして、

基本合意書で定められた枠組みを超えたもので行うことは難しいものであると

考えておるところでございます。 

 

向山副委員長  枠組みの部分は承知をしましたけど、ホームページを見るとその神奈川県で

言えば、例えば間伐材の搬出促進とか土壌保全対策の推進、県にもそういうと

ころで多分、関係していると思うんですけれども、例えばその間伐材について

も、間伐することによって木材利用につながるかもしれないし、もうちょっと

大きい枠組みで捉えないかどうかっていうのも、ぜひ、神奈川県とも、大きい

財源を持っているところですので、ぜひ協力して何かできないかと前向きに提

案をしていただきたいなと思いますし、この森林整備に関しては、議会として

もこの基本合意書の枠組みを超えて何かできないかということ議長を先頭とし

て神奈川県議会とも何か連携できないかということも取り組んでいく必要もあ

ると思いますので、ぜひ、県には大きい目線で、また幅広い取り組みを進めて

いけるように、ぜひ、取り組んでいただきたいと思います。 

 

 

その他    ・３月９日に県土整備部関係の審査を行うこととされた。 

 

 

以 上 

 

土木森林環境委員長  乙黒 泰樹 


